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研究要旨  

本研究の目的は、統括保健師が組織横断的な保健師活動と人材育成の推進に資

するために、保健師活動展開のアルゴリズム（以下、アルゴリズム。）と保健師活

動評価手法を開発し、ICT を用いて地方自治体の保健師と合意形成を図りつつ実

装することである。3 つの分担研究（1：令和 4 年度全国調査の分析結果に基づく

アルゴリズム項目の洗練、2：ICT を活用した試作版ツールの開発とパイロット調

査の実施、3：「ICT を活用しデータに基づく人材育成を推進するための活用ガイ

ド（仮称：以下、活用ガイド）」の骨子の検討）を計画した。  

方法は、混合研究法である。研究協力の得られた 3 か所の地方自治体に所属す

る保健師が、日々の保健師活動を入力できるように業務アプリ構築クラウドサー

ビス Kintone（Cybozu）を用いて ICT 試作版ツールを開発した。スタッフ保健師や

各部署の管理的立場にある保健師、統括保健師を対象とし、データの収集前、収

集中、収集後に意見交換を行い、ツールの改良に活かした。  

パイロット調査により、個別支援および地区活動・事業化の必要度判定アルゴ

リズムの妥当性を検証した結果、9 割以上の参加者から自動判定の結果は「妥当」

との回答を得た。また、ユーザーフレンドリーなインターフェースとなるように

設計し、マニュアル整備や説明会開催等により入力負担の軽減と均一化を図った。

さらに、保健師活動やタスクシフトに向けた業務時間の可視化、人材育成への活

用に資するように改良した。活用ガイドの骨子案として、出力結果とデータの読

み取りおよびそれに基づく人材育成・マネジメントの方策例をセットで示した。

スタッフ保健師のデータ入力負担が大きかった点は否めないが、統括保健師は保

健師活動全体の実態を即時かつ一目で把握できる画期的なツールと評価した。ま

た、統括保健師が人材育成とマネジメントを推進する際に必要な能力として「デ

ータを読み解き、利活用する力」、「活動の方向性を考える力」、「資源の最適化を

図る力」が示された。次年度は、複数の自治体で実証研究を行い、ICT ツールと

活用ガイドのさらなる洗練と完成を目指す。  
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Ａ .研究目的  

本研究の目的は、統括保健師が組織横断的な

保健師活動と人材育成の推進に資するために、

保健師活動展開のアルゴリズム（以下、アルゴ

リズム。）と保健師活動評価手法を開発し、 ICT 

を用いて地方自治体の保健師と合意形成を図り

つつ実装することである。  

国は平成 25 年に発出した「地域における保健

師の保健活動に関する指針」1)で、保健師活動を

組織横断的に総合調整・推進し、指導する統括

的役割を担う保健師（以下、統括保健師と総称。）

の配置の必要性を示した。また新型コロナウイ

ルス感染症（以下、コロナ。）の世界的大流行に

伴い、地方財政措置によって感染症業務に対応

する保健師を現行の 1.5 倍に増員している 2)。当

時国内の看護系大学では、感染予防のため臨地

実習を学内演習に置換する動きがあった 3)。ま

た、コロナ対応のために大量採用された新任期

保健師の中には、当時現任教育を十分に受けら

れなかった者が含まれており 4)、その人材育成

が喫緊の課題となっている。  

コロナ以前から保健師は、①複雑多重な健

康・生活課題を抱える個別事例の増加に伴い、

個別支援に追われている 5)、②事業化として解

決すべき健康・生活課題の特定に必要な地域ア

セスメントを行うことすらままならない 6)こと

が課題となっていた。つまり、保健師は個別支

援に手一杯で、地区活動・事業化として展開す

る必要度を判断したり、実際に展開することが

難しくなっているおそれがある。健康危機の発

生時には、急速に住民ニーズが増大・変化する

ため、平時よりもスピーディーに保健師活動を

展開することが求められる。しかし、現状では

保健師がその活動の必要度をどのように判断し

ているのかは十分に解明されておらず、依然と

して暗黙知のままである。  

また、令和 5 年に「地域保健対策の推進に関

する基本的な指針」7)が改正され、感染症まん延

時を含めた健康危機に対応すべく、保健所にも

マネジメントを担う保健師を配置することが定

められた。つまり、本庁の統括保健師には、保

健所に配置された管理的立場にある保健師と緊

密に連携し、保健師活動や人材育成を推進する

ことが求められている。しかし、保健師活動や

人材育成は、自治体ごとに進められており、部

下の能力評価や保健師活動の実態を即時共有す

るためのツールは十分に開発されていない。統

括保健師が平時・健康危機発生時を問わず効果

的な人材育成とマネジメントを推進するには、

ICT を活用して保健師活動を可視化・共有する

ためのツールを開発し、その出力結果をどのよ

うに活用すればよいのかを併せて示す必要があ

る。  

これらの課題を網羅的に解決するため、令和

4 年に全国調査を行い、統括保健師の ICT 活用

状況と人材育成の実態解明、評価指標を開発し

た。令和 5 年度は、統括保健師がデータに基づ



く人材育成とマネジメントを推進するため、

ICT 試作版ツールと出力結果の利活用を促進す

るための活用ガイドの骨子を開発することを目

指した。  

 

Ｂ .研究方法  

1)保健師活動アルゴリズムの操作的定義  

令和 4 年度に当研究班で作成した以下の定義

を用いた。  

「保健師活動実態を示す情報（対象や課題の

特性および困難性）を基に、活動の必要度と見

直し、個別支援・地区活動・ニーズに基づく事

業化への活動展開の方向性を判断するときの過

程を示したもの」8)。  

 

2)全体の計画と分担研究の構成  

 本研究は 3 年計画の 2 年目に相当する。以

下の 3 つの分担研究を計画した。  

分担研究 1：令和 4 年度全国調査の分析結果

に基づくアルゴリズム項目の洗練。  

分担研究 2：ICT を活用した試作版ツールの

開発とパイロット調査の実施。  

分担研究 3：「ICT を活用しデータに基づく人

材育成を推進するための活用ガイド（仮称）」

の骨子の検討。  

 

3)各分担研究の目的  

 本研究の目的を達成するため、各分担研究

の目的を以下のとおり設定した。  

分担研究 1：令和 4 年度に実施した全国保健

師への質問紙調査結果を元に、保健師活動の

必要度を判定するアルゴリズム項目の内容妥

当性を評価し、実装や人材育成への活用に適

した項目に洗練する。  

分担研究 2：統括保健師が人材育成を推進す

る上で必要なデータ収集が行えるように、各

保健師が日々の活動内容（活動種別、所要時

間、アセスメント結果等）を入力可能な ICT

試作版ツールを開発し、パイロット調査を通

してシステムの改良とユーザビリティの評価

を行う。  

分担研究 3：統括保健師が ICT 試作版ツール

により示されたデータを保健師の人材育成や

マネジメントにどのように活用すればよいか

を考える際の参考にするため、活用ガイドの

骨子を作成する。  

 

4)研究方法  

本研究は、混合研究法 9)を採用した。対象

は、研究者の機縁により研究協力の得られた

3 か所の地方自治体に所属する統括保健師と

そのスタッフ保健師である。うち 2 か所には

保健所が併設されていた。データ入力期間は、

自治体 A：入力期間 2023 年 11 月 22 日～2023

年 12 月 31 日、自治体 B：入力期間 2023 年

10 月 27 日～2024 年 1 月 31 日、自治体 C：入

力期間 2023 年 8 月頃～2024 年 3 月頃である。  

日々の保健師活動の実態を入力するため、

業務アプリ構築クラウドサービス Kintone

（Cybozu）を用いて ICT 試作版ツールを開発

した。また、3 自治体のスタッフ保健師、各

部署の管理的立場にある保健師、統括保健師

と、データの収集前、収集中、収集後に意見

交換の場を設けた。研究期間中は自由に質

問・リクエストを受け付け、これらの意見等

に基づき、ICT 試作版ツールを修正した。  

 

5)倫理面への配慮  

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・

医学部倫理委員会の承認を得て実施した（審

査番号 2022114NI-(2)、承認日 2022 年 11 月 10

日、審査番号 2023056NI 承認日 2023 年 6 月

14 日）。研究参加は任意とし、事前に研究者

が本研究の目的、方法、個人情報の保護等に

ついて説明した上で、各保健師から同意を得

て実施した。  

また、本来地方公務員は職務に専念するこ

とが求められるため、本研究のデータ入力が

勤務時間中に行われることについて、事前に



保健師の所属する主管衛生部課長または首長

に相談した。その結果、本来業務とも密接に

関わる内容であるという理由から、勤務時間

中のデータ入力について了承を得た。  

なお、個人情報保護のため、研究代表者が

データ入力に必要な iPad と Wi-Fi を契約し、

協力自治体に貸し出した。  

 

Ｃ .研究結果  

1）分担研究 1：令和 4 年度全国調査の分析結果

に基づくアルゴリズム項目の洗練  

(1) アルゴリズム項目の精選  

 令和 4 年度に実施した全国調査の結果、実装

上の 3 つの課題が懸念された。すなわち、①ア

ルゴリズム項目案の数が多い（個別支援約 90 

項目、地区活動・事業約 70 項目）、②現場では

30 分未満の電話相談・来所対応が頻回に行われ

ている、③アウトカムの設定である。  

課題①アルゴリズム項目案の数が多い  

研究者で協議した結果、回答負担軽減のため

全項目を搭載することは断念した。今年度は、

保健師活動の基本である個別支援に関するアル

ゴリズム項目の洗練に注力することとした。ま

た、当初アルゴリズムは、決定木分析のように

1 項目毎に分岐することを想定していた。しか

し、保健師は複数の情報を組み合わせて支援の

必要度をアセスメントしているため、当初の想

定どおりにはいかないと判断した。  

そこで全国調査を分析した結果、保健師によ

る支援の必要度の高低と関連の強かった項目

（φ係数>0.3）を精選することにした。φ係数

>0.3 に満たない項目については、昨年度実施し

た統括保健師へのヒアリングの結果を加味し、

研究者が必要度の判定に特に重要と考えた「メ

ンタルヘルスの問題」、「近隣トラブルや近隣不

安」、「虐待」、「サービス利用」に関する 4 項目

を残した。意味内容の類似する項目を統合し、

個別支援に関するアルゴリズム項目は 21 項目

に絞られた。この 21 項目に対して、全国調査

データにおける必要度の高低との関連係数（φ

係数）を重みづけ係数、三分位数を閾値として

設定し、「低・中・高」の必要度判定結果を自動

的に計算できる設計とした。  

また、１か月間の地区全体の個別支援につい

て振り返るため『地区活動・事業化の必要性判

定アルゴリズムの評価』項目についても検討し

た。選定した 9 項目に１つでも該当する場合に

は、個別支援から地区活動・事業化に展開して

いく必要性があることを示唆することとした。  

課題②30 分未満の対応  

入力の基準とする支援時間の目安として、総

務省の＃7119 救急安心センター事業の電話相

談平均時間が 7 分以内であることを参考にし

た 10)。10 分以上の対応を要する場合には、よ

り複雑なアセスメントや支援が必要となってい

る可能性を考慮し、10 分を目安としてデータ入

力を行う計画とした。この目安を適用するかど

うかは、研究協力自治体が決定できるように配

慮し、データ入力の負担軽減のため 10 分未満の

対応・業務は、一律入力不要とした。  

課題③アウトカムの設定  

新規にどれだけの件数が発生しているのかを

把握する目的で、死亡、入院、入所、虐待、分

離保護、救急搬送、自傷、他害、事例検討会で

の検討を含めた。虐待はアルゴリズム項目にも

含まれているが、虐待予防支援を要する事例で

は、その発生の有無が重要な評価項目となるた

め、アウトカムに含めた。  

事例検討会での検討を短期的なアウトカムに

含めるかどうかについては、議論が分かれた。

近年複雑困難な課題を持つ個別事例が増加して

おり、関係機関と支援方針や目標等について検

討を重ねながら継続的に支援しているため、最

終的にアウトカム項目に含めることとした。  

 以上の検討結果について、研究班のメンバー

とパイロット調査に参加した自治体の統括保健

師 3 人に意見を求め、 ICT 試作版ツールに搭載

することの了承を得た。  

 

(2)アルゴリズム項目の説明文の作成  



筒井孝子らの「看護必要度」 11)では、各項目

に関する入力者の理解を均一化し、入力結果

に及ぼす影響を最小限にするため、簡潔な説

明文を示している。当研究班でもこの方法を

踏襲し、アルゴリズム項目に対する保健師の

理解の均一化と入力の円滑化を図るために、

説明文を作成した。班会議と研究協力者であ

る統括保健師から意見を聴取し、「十分に理解

できる」との回答を得たたため、 ICT 試作版

ツールに搭載した。  

保健師が入力時に説明文を参照しやすくす

るため、各項目の右に？マークを設けた。

Kintone 上で当該マークをクリックすると、

説明がポップアップで表示されるようにツー

ルチップ機能を用いた。  

 

(3)パイロット調査の入力結果  

3 自治体 59 名の保健師が研究参加に同意し

た。  

i）個別支援必要度判定アルゴリズムの評価  

個別支援データの入力述べ数は 4858 件で

あった。アルゴリズムの判定結果は、低＝2194

件（45.2%）、中＝1816 件（37.4%）、高＝848

件（17.5%）だった。対象領域別の判定結果で、

高の割合が多かった領域（その他を除く）は、

精神 440 件（23.7％）だった。アルゴリズム

判定結果の妥当性は、妥当 4577 件（94.2%）、

高すぎる 74 件（1.5％）、低すぎる 207件（4.3％）

であった。特に難病で「低すぎる」と評価さ

れていた（9 件、16.4％）。保健師が各個別事

例について主観的に支援の必要度を 1～10 点

で評価した結果、平均値＝4.91（SD＝1.75）

点、最頻値＝5 点であった。自動判定の必要

度の判定が高くなるにつれ、保健師の主観的

な必要度も有意に高くなっていた

（Kruskal-Wallis 検定、p＜0.01）。  

 アウトカムとして設定した転帰 1710 件（未

記入事例は除く）のうち、データ入力期間中

に支援が終了した者は 478 件（28.0％）、在宅

生活継続は 1155 件（67.5％）、入院は 23 件

（1.3％）、虐待は 32 件（1.9％）となっており、

事例検討会は 47 件（2.7％）であった。  

ii）地区活動・事業化の必要性判定アルゴリズ

ムの評価  

48 人の保健師が 1 回～3 回入力し、合計 118

件の回答を得た。該当割合が最も高い項目は、

順に「類似するニーズを抱えた事例が集積し

ている」51 件（43.2％）、「支援必要度の高い

事例が多い・増えている」46 件（39.0％）、「支

援せずに放置した場合、周囲に深刻な影響が

及ぶ」38 件（32.2％）であった。  

1 項目以上が該当していたものは 79 件

（66.9％）で、「地区活動や事業化の必要性あ

り」と判定された。判定の妥当性については、

117 件（99.2％）で「妥当」と評価されていた。  

 

2）分担研究 2：ICT を活用した試作版ツールの

開発とパイロット調査の実施  

(1)入力項目の検討  

統括保健師が、出力結果を人材育成やマネジ

メントに活用できるようにするため、4 回の班

会議で検討を重ねた。その結果、厚生労働省の

保健師活動領域調査 12)の項目をそのまま採用す

ることとした。また、キャリアラダーについて

は、今後異なる自治体間で結果を比較する可能

性を考慮し、国が平成 28 年 3 月に示した「保

健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終

とりまとめ」 13)に掲載されている内容を採用し

た。昨年度研究班が開発した保健師活動プロセ

ス評価指標は、全国調査に用いた項目を採用し

た。  

その他の調査項目として、保健師の基本属性

（性別、保健師としての通算経験年数、現在の

部署での勤務年数、教育背景、職位、雇用形態、

所属部署、業務形態、NASA-TLX14））とシステ

ムユーザービリティスケール 15)（データ収集開

始前＝自治体で使用している既存のデータ入力



システムの使い勝手、データ収集開始後＝今回

開発した ICT 試作版ツールの使い勝手）の回答

を求めることとした。  

 

(2) ICT 試作版ツールの開発  

i）データの閲覧範囲  

入力結果を業務の改善や振り返りに活用して

もらうため、スタッフ保健師には、担当地区を

中心に閲覧できる設定とした。管理職保健師は、

地区別・部署別の入力結果を確認するとともに、

日常的に人材育成を行っていることを考慮し、

職位やラダー別のデータも閲覧可能とした。統

括保健師は、各部署のデータの比較や、組織全

体のデータ閲覧を可能とした。  

なお、研究参加者の心理的安全性を担保する

ため、属性に関するデータは、入力者自身と統

括保健師のみが閲覧できる設計とした。  

ii）データ入力の負担軽減策の検討  

多忙な保健師が、日常的にデータ入力を行う

ための負担軽減策を検討した結果、インターフ

ェースの設計の工夫と入力フロー図・マニュア

ルの作成により対応した。  

ⅲ）システム改良  

パイロット調査中に参加者・統括保健師から

32 件の質問・リクエストがあり、計 17 か所の

システム改良を実施した。改良内容は、以下の

4 つに大別された。  

①  保健師活動の可視化  

・全自治体で「移動」の所要時間の内訳を設

定した。  

・ダッシュボードに必要度判定ごとに各アセ

スメント項目の該当割合を示すグラフを追

加し、活動種別・支援必要度のグラフを割

合とともに実数でも表示した。  

・個別支援詳細をグラフでも表示し、件数の

集計から「実施 0 分」の件数を除外するよ

うにダッシュボードを修正した。  

・1 自治体のリクエストに応えるため、健診

の「事後フォロー」の活動種別、「部署内相

談」の所要時間の内訳、「ケース相談（指導

含む）」の活動種別を追加した。  

②  タスクシフトに向けた業務時間の可視化  

・1 自治体で、自立支援や難病の書類の収受事

務＝「地区活動・事業」の中「担当地区・地

区診断」活動名に「自立支援医療事務」→日

報で、の活動種別で「申請事務」を選択して

もらうようにした。  

③  人材育成への活用  

・支援内訳時間にラダー別・必要度別のグラ

フをダッシュボードに追加した。  

④  入力負担軽減  

・全自治体において、「地区  不明」の選択肢、

ケース ID 台帳での過去の日報の履歴表示機

能、個別ケース一覧・地区活動・事業一覧（い

ずれも自分作成）のメニューを追加した。  

・ポータルページに当日、前日、前々日の 3 日

間の入力時間の合計を表示するように設定し

た。  

・活動種別ごとの入力内容と活動種別のクロス

表をダッシュボードに追加した。  

・1 自治体において「予防課管理項目」を設定

し、「担当外」の場合の入力方法を追加した。 

Ⅳ）ユーザビリティ評価結果  

日報データ入力とユーザビリティに関す

るアンケート入力を行った保健師は 50 名で

あった。既存システムの System Usability 

Scale(SUS)は 66.0±9.1（中央値 : 65.0、四分位

点範囲：62.5〜70.0）であったのに対し、ICT

試作版ツールは 67.5±8.6（中央値：67.5、四

分位点範囲：62.5〜75.0）で、二群間に有意

差は認められなかった。Bangor のメタレビュ

ーの結果の中位（＝70.5 点） 16)を超えた人数

の割合は、既存システム（23%）よりも ICT

試作版ツール（33%）の方が有意に高く、効

果量は小さかった（c2(1) = 4.36, p=0.04 (c2 

test), Cramer’s V = 0.12 > 0.10 (Small)）。  

 



分担研究 3：分担研究 3：ICT を用いた試作版

ツールに必要な機能と人材育成への活用方法

の検討  

(1) 人材育成の現状・課題と本研究への期待  

全員が「保健師活動の可視化」とデータを基

に人材育成や活動の改善への活用を研究への期

待として挙げた。また、保健所を併設している

2 自治体では、若手保健師が約半数を占めてお

り、若手の人材育成が課題となっていた。統括

保健師によると、個別支援や関係機関との連

携・調整に時間を要するため、地区活動の時間

を持ちにくく、「何が地区活動になるのかが分か

らない者が増加」していた。  

 

(2)ICT試作版ツール入力結果に対する統括保健

師の意見  

 複数のスタッフがデータ入力を行った 2 自治

体から、「入力の負担はあるものの、保健師活動

全体の実態を即時かつ一目で把握できることが

画期的」との意見が得られた。また、「キャリア

ラダーA1 の個別支援能力の課題が浮き彫りに

なり、人材育成に活用できる」との意見が得ら

れた。さらに、人材育成の所用時間の可視化や、

人材確保への活用可能性、健康教育教材の共通

化や個別支援記録のデジタル化など業務の効率

化を図る可能性についても意見が出された。  

 

(3)活用ガイド案の検討  

 2023 年 8 月から骨子案の検討を開始し、

Kintone で表示可能な内容として、①活動概略・

支援必要度（部署別、保健師別、ラダー別、母

子保健等の領域別、地区別）、②個別支援の詳細

（支援手段、内訳時間等）、③その他の集計（活

動領域調査項目、振り返り月報の推移等）を案

として作成した。また、多忙な統括保健師が活

用することを考慮し、出力結果をシンプルな図

表とした。第 3 回班会議（2023 年 11 月 6 日）

で上記の案について意見を求め、出席者から了

承を得た。  

研究会議（2023 年 12 月 8 日）で活動ガイド

の骨子案を検討する中で、統括保健師に必要な

能力として、「データを読み解き、利活用する力」

「活動の方向性を考える力」「資源の最適化を図

る力」が挙げられるのではないかという議論が

あった。そこでガイドをデータの「読み取り」

と「活用」に分けて示すこととした。後者は、

技術面の改善等を含む「人材育成」と、資源の

最適化や調整を含む「マネジメント」に分けて

示すこととした。  

 

(4)活用ガイド案の作成  

 活用ガイド案は、①活用マップと②各図表の

読み取り例とその具体的な活用案の例示を盛り

込んだ。「人材育成への活用」例として、①研修

企画、②職員のサポート・離職防止、③地域の

健康課題の明確化・対策検討、「マネジメントへ

の活用」例として、①他機関・他部署連携の強

化、②適正な人員配置、③人員・予算要求、④

業務のシステム化、⑤業務・活動の見直し・改

善を含めた。  

第 4 回班会議（2024 年 3 月 15 日）で意見を

求めた結果、「新人保健師に何を習得してほしい

かを考えるツールになる」「本庁では見えていな

いセンターの活動が見える化され人事にも活用

できる」等の意見が出され、出席者から賛同を

得た。  

 

Ｄ .考察  

1)分担研究 1 

 前年度の全国調査結果を元に、個別支援の

必要度と毎月の保健師活動を振り返り地区活

動・事業化の必要性を判定するアルゴリズム

項目の洗練を行った。パイロット調査では、

いずれの自動判定の結果も 9 割以上の保健師

が「妥当」と評価しており、本研究で開発し

たアルゴリズムは、一定の内容妥当性がある

と考えられる。  

 また、本結果では 66.9％で「地区活動や事

業化の必要性あり」と判定されていた。保健

師は個別支援を通して行政として解決の必要



な健康・生活課題を明確化し、地区活動・ニ

ーズに基づく事業化と連動させて活動を展開

する必要がある 1)。本アルゴリズムを実装し、

保健師が多忙な日常業務の中で円滑に地区活

動・事業化を促進していくツールとするため

には、毎月の入力結果を保健師間で共有する

方法も含め、更なる検討が必要である。  

 

2)分担研究 2 

今回のシステム開発では、データの閲覧範囲

の設定や、インターフェース設計やマニュアル

整備等により入力負担軽減を図った。また、パ

イロット調査を通じて、保健師活動やタスクシ

フトに向けた業務時間の可視化、人材育成への

活用に資するように改良を行った。このことは、

研究者が保健師と協働して、ユーザーフレンド

リーなシステムとなるように改良を重ねた点だ

けでなく、統括保健師がデータを保健師活動や

業務の改善、人材育成に活用できるようにシス

テム開発を進める重要性を示唆するものと考え

られる。  

また、SUS スコアで中位の 70.5 点 15)を超

えた参加者の数は、本研究での ICT 試作版ツ

ールの方が有意に高い割合を示した。このこ

とには、前述した様々な入力負担軽減策の実

施、入力マニュアルの整備、インターフェー

ス設計の工夫とパイロット調査で得た質問・

リクエストに基づく改良が功を奏した可能性

がある。しかし、多忙な保健師の入力負担を

さらに軽減するためには、インターフェース

や入力マニュアル等の改良を続ける必要があ

る。  

 

3)分担研究 3 

活用ガイドの骨子案として、ICT 試作版ツー

ルの出力結果とそれを人材育成・マネジメント

に活かす具体例を示した。本結果は、根拠に基

づく保健師活動を推進することが求められてい

る統括保健師にとって、その基盤となる人材育

成やマネジメント機能を発揮する際の一助とな

る可能性がある。また、平時から ICT ツールを

活用して各部署・地区の状況を把握し、マネジ

メントを行うことは、健康危機発生時の活動を

円滑に進めるための布石になると考えられる。  

スタッフのデータ入力の負担があったことは

否めないが、統括保健師からは「保健師活動全

体の実態を即時かつ一目で把握できる画期的な

ツール」と好評であった。この評価には、統括

保健師と前月の入力結果について毎月意見交換

の会議を持ち、振り返りを行ったことも影響し

ている可能性がある。今後データを入力するス

タッフ保健師にもその負担を上回るメリットを

感じてもらうためには、統括保健師を通じて入

力結果のフィードバックをタイムリーに行い、

データに基づく業務改善や人材育成の提案、各

地区・業務の振り返りに積極的に活用してもら

う仕組みづくりについても併せて検討する必要

がある。  

 

4)本研究の限界と意義  

本研究の限界は三点ある。第一に、アルゴ

リズム項目の重みづけは領域毎に異なってい

る可能性がある。出力された必要度の妥当性

について「高すぎる」または「低すぎる」と

回答した者が約 5％いたことから、パイロッ

ト調査結果のさらなる解析と新たなフィール

ドでデータ取得を継続し、改善を続ける必要

がある。  

第二に、研究段階のため、自治体の個人情

報と本研究のデータをリンクさせることがで

きなかった。また、参加者のデータ入力のし

やすさと地方自治体のネットワークとは独立

した形でデータ入力を可能にするため、研究

者が契約した Wi-Fi と iPad を用いた。しかし、

個別支援について 1 件入力する度にケースの

特徴を登録する必要が発生しており、入力負

担の一因となっている。次年度も個人情報と

リンクできない現状は続くため、入力負担を

さらに軽減するためにインターフェースや入

力マニュアル等の改良を続ける必要がある。  



第三に、国の保健師活動領域調査 11)を参考

に入力マニュアルを整備し、研究開始前の入

力説明会開催および質問・リクエストへの即

時対応を行ったが、入力時の判断は各保健師

に任されているため、ばらつきが生じている

おそれがある。また、現場は多忙で緊急対応

等も発生するため、日によってはデータ入力

を十分に行えなかった場合や、誤って重複入

力した場合も想定される。  

以上の限界はあるものの、本研究は個別支

援の必要度と地区活動・事業化の必要性を判

定するアルゴリズム項目を洗練し、データ入

力を行った 9 割以上の保健師から妥当との意

見を得た点に意義がある。アルゴリズム項目

のうち、多くの者が「不明」と入力した項目

を統括保健師が分析すれば、組織的に強化の

必要なアセスメント能力の特定と、日常的な

人材育成や研修会の開催に活かすことができ

る。また、毎月の保健師活動を振り返り、「地

区活動や事業化の必要性あり」との回答が多

かった場合には、組織横断的に解決すべき課

題かどうかの検討にも役立つ可能性がある。

なお、臨地実習や現任教育の機会が乏しかっ

た新任期保健師やその指導を担う各部署の担

当者にとっても、個別支援を行う際に自身の

判断と自動算出された結果を照らし合わせて

参考にしたり、日々の活動の振り返りに活用

することも可能であり、限られた人員で効果

的な人材育成や保健師活動を行う際の一助と

なる可能性も秘めている。  

また、パイロット調査により、本庁の統括

保健師が各部署の保健師活動や人材育成の実

態を即時に可視化・把握・比較できる ICT 試

作版ツールを開発したことにも価値がある。

統括保健師が各部署の業務量を把握し、適切

な人員配置について検討するだけでなく、庁

内外の関係者に保健師活動の実態や課題を共

有し、人員要求の見通しを立てる際にも活用

可能である。  

さらに、本研究では統括保健師に必要な能

力として「データを読み解き、利活用する力」

「活動の方向性を考える力」「資源の最適化を

図る力」の 3 点を示した。これらは従前の報

告書等には明示されていなかった 1)12)が、い

ずれも統括保健師が人材育成とマネジメント

を推進する上でコアとなる能力であり、暗黙

知の一部と考えられる。  

最終年度はアルゴリズムやインターフェー

ス等をさらに改良し、活用ガイドを完成させ

ることが課題である。  

 

Ｅ .結論  

本研究により、ICT 試作版ツールを開発し、

パイロット調査により個別支援および地区活

動・事業化の必要度判定アルゴリズムの妥当性

を検証するとともに、活用ガイドの骨子を開発

した。次年度は、複数の自治体で実証研究を行

い、ICT ツールと活用ガイドのさらなる洗練と

完成を目指す必要がある。  
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